
１．平成18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

※ なお、業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素が内在し
ておりますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。 

 (注)当社は平成17年４月１日設立のため、平成17年３月期の各欄の記載はありません。 

(財)財務会計基準機構会員
 

平成１８年３月期平成１８年３月期平成１８年３月期平成１８年３月期    個別財務諸表個別財務諸表個別財務諸表個別財務諸表のののの概概概概要要要要    
平成18年５月19日

会社名 岡藤岡藤岡藤岡藤ホールディングスホールディングスホールディングスホールディングス株式株式株式株式会会会会社社社社    上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ 

コード番号 ８７０５ 本社所在都道府県 大阪府 
(URL http://www.okato-holdings.co.jp) 
代表者 役職名 取締役社長 
  氏名 加藤 雅一 
問い合わせ先 責任者役職名 取締役     
  氏名 松井 政彦 ＴＥＬ （０３）５５４３－８７０５ 
決算取締役会開催日  平成18年５月19日 中間配当制度の有無  有 
配当支払開始予定日  平成18年６月30日 定時株主総会開催日  平成18年６月29日 
単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000株)     

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。
  営業収益 営業利益 経常利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
18年３月期 682 － 314 － 306 － 
17年３月期 － － － － － － 

  当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年３月期 174 － 15 53 － － 1.1 1.9 44.9 
17年３月期 － － － － － － － － － 
（注）①期中平均株式数 18年３月期 9,964,304株 17年３月期 －株 
  ②会計処理の方法の変更 無 

(2)配当状況  

  
１株当たり年間配当金 配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 
配当率   中間 期末 

  円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年３月期 15 00 0 00 15 00 149 96.6 0.9 
17年３月期 － － － － － － － － － 

(3)財政状態  

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
  百万円 百万円 ％ 円 銭
18年３月期 16,000 15,822 98.9 1,586 04 
17年３月期 － － － － － 
（注）①期末発行済株式数 18年３月期 9,963,262株 17年３月期 －株 
  ②期末自己株式数 18年３月期 1,785株 17年３月期 －株 

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

  営業収益 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

中間 期末   
    百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 円 銭
中間期 314   260   153   0 00  ―  ― 
通 期 643   416   245    ― 15 00 15 00 

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 24円65銭 
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個別財務諸表等 
(1) 貸借対照表 

   
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 

資産の部        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金      152,384  

２．未収入金  ※３   142,926  

３．繰延税金資産     13,065  

流動資産合計     308,376 1.9 

Ⅱ 固定資産        

(1）投資その他の資産        

１．関係会社株式     15,688,731  

２．長期差入保証金      500  

３．長期前払費用     3,233  

投資その他の資産合計     15,692,465 98.1 

固定資産合計     15,692,465 98.1 

資産合計     16,000,841 100.0 

負債の部        

Ⅰ 流動負債        

１．未払法人税等     147,837  

２．未払消費税等     23,296  

３．未払金     1,206  

４．未払費用     1,694  

５．賞与引当金     3,900  

６．その他の流動負債      771  

流動負債合計     178,706 1.1 

負債合計     178,706 1.1 

資本の部        

Ⅰ 資本金 ※１   5,000,000 31.3 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金   10,648,731    

資本剰余金合計     10,648,731 66.5 

Ⅲ 利益剰余金        

１．当期未処分利益   174,799    

利益剰余金合計     174,799 1.1 

Ⅳ 自己株式 ※２   △1,396 △0.0 

資本合計     15,822,134 98.9 

負債・資本合計     16,000,841 100.0 

         

- 43 -



(2) 損益計算書 

   
当事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 営業収益        

１．経営指導料 ※１ 598,451    

２．その他 ※１ 84,500 682,951  

営業収益合計     682,951 100.0 

Ⅱ 販売費及び一般管理費        

１．人件費  ※２ 234,358    

２．地代家賃 ※３ 20,441    

３．賞与引当金繰入額     3,900    

４．業務委託手数料  ※３ 71,400    

５．その他   38,656 368,756 54.0 

営業利益     314,195 46.0 

Ⅲ 営業外収益   143 143 0.0 

Ⅳ 営業外費用        

１．新株発行費   1,100    

２．その他   6,413 7,513 1.1 

経常利益     306,825 44.9 

税引前当期純利益     306,825 44.9 

法人税、住民税及び事業
税   145,092    

法人税等調整額   △13,065 132,026 19.3 

当期純利益     174,799 25.6 

当期未処分利益     174,799  
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(3) 利益処分案 

   
当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     174,799 

Ⅱ 利益処分額      

(1）配当金   149,448  

(2）役員賞与金   20,000  

（うち監査役賞与金）   (2,000) 169,448 

Ⅲ 次期繰越利益     5,350 
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重要な会計方針 

項目 
当事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準およ
び評価方法 

子会社株式 
…移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方
法 

長期前払費用 
…定額法 

 ３．繰延資産の処理方法 新株発行費 
支出時に全額費用として処理しており
ます 

４．引当金の計上基準 賞与引当金 
従業員に支給する賞与の支出に充てる
ため、支給見込額を計上しておりま
す。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。 

６．その他財務諸表作成のた
めの重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は税抜方式によっ
て行っております。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．株式の状況 
授権株式数 普通株式 27,000,000株 
発行済株式総数 普通株式 9,965,047株 

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ
た場合には、これに相当する株式数を減ずること
となっております。 

※２．自己株式 
当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,785 
株であります。 

※３．関係会社項目 
関係会社に対する資産および負債には区分掲記さ
れたもののほか次のものがあります。 
（流動資産）   
未収入金 142,926千円
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（損益計算書関係） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業収益のうち関係会社に対するものの内訳 
経営指導料 598,451千円 
その他 84,500 

※２．人件費の内訳 
役員報酬 149,912千円 
従業員給与 61,310 

福利厚生費 23,135 

合計 234,358 

※３．販売費及び一般管理費のうち関係会社に対する主
なものの内訳 
地代家賃 18,964千円 
業務委託手数料 71,400 
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① リース取引 
 当事業年度において重要なリース取引はありません。 

② 有価証券 
 当事業年度において子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

③ 税効果会計 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

繰延税金資産    

賞与引当金損金算入限度超過額 1,599千円 
未払事業税否認  10,917 
未払事業所税否認 316 
未払金否認 233 

繰延税金資産の純額 13,065 

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な原因別の内訳 

 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

法定実効税率 41.00％ 
（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.53 
住民税均等割等 1.89 
その他 △0.39 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.03 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,586円04銭  
１株当たり当期純利益  15円53銭  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 
当事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純損益（千円） 174,799 

普通株主に帰属しない金額（千円） 20,000 

（うち利益処分による役員賞与金 
（千円）） 

(20,000) 

普通株式に係る当期純損益（千円） 154,799 

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,964 
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（重要な後発事象） 
 該当事項はありません。 
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役員の異動 

(1) 代表者の異動 

該当事項はありません。 

(2) その他の役員の異動 

①新任予定取締役 

 該当事項はありません。 

②退任予定取締役 

③新任監査役候補（平成18年６月29日付） 

④退任予定監査役（平成18年６月29日付） 

⑤昇格予定取締役 

 該当事項はありません。 

⑥役職の異動 

 該当事項はありません。 

現役職名 氏  名 

取 締 役 中 村 紀 夫  

新役職名 現役職名 氏  名 

常勤監査役 取 締 役  中 村 紀 夫  

現役職名 氏  名 

 常勤監査役 松 谷 圭 輔  
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